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職務発明概要説明書
※職務発明認定に関わる重要な参考資料になりますので、漏れのないようご記入ください。

	（フリガナ）
	

	発明の名称
	


	発明の独創性
	□大　　　　　　　　　　□中　　　　　　　　　　□小

	使用した経費
	　□学園研究費　　□科学研究費　　□委託研究費　　□大学院研究費　

　□受託研究費　　□奨励寄付金　　□他（　　　　　　　　　　　　）

	発明の基となった補助金事業等
　　　 □あり　　□なし
	補助金事業名
	

	
	期　　間
	平成　 年　　月　　日　～　平成　 年  　月　　日

	発明の基となった共同・受託研究
契約等　　□あり　　□なし
	相手機関名・契約名
	

	
	契約期間（締結日）
	平成　 年　　月　　日　～　平成　 年  　月　　日

	発明に関わる発表（予定）

□あ　り

□な　し
	発表済みの場合

	
	学会発表

□論文　□口頭
	発表日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	学会名等
	

	
	予稿集発行

（CD－ROM）
	発行日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	配布日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	発行機関名
	

	
	修論・卒論発表
	発表日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	冊子発行日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	主催者名
	

	
	発表予定がある場合

	
	学会発表

□論文　□口頭
	発表予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	学会名等
	

	
	予稿集発行予定

（CD－ROM）
	発行予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	配布日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	発行機関名
	

	
	修論・卒業発表

予定
	発表予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	冊子発行予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	
	主催者名
	

	実用化に向けての現状（課題・時期・コスト等の問題点含む）

	(１)実用化に向けての研究
	□必要である　　　□必要でない

	(２)実用化に向けて必要な期間
	□１年以内　　　□１～３年　　　□３～５年　　　□５年以上

	(３)実用化に向けての現段階
	□アイデア段階　　□試作・実験段階　　□実用段階（製品化）


＜発明した技術の概要＞
１．発明の概要

２．従来技術

３．従来技術に対する優位性（その発明が解決する問題）

４．経済的効果（具体的な金額）および社会的効果

５．実用化に向けての課題・問題点等 
６．先行技術調査実施の有無（あれば類似特許・公開公報・出願番号等）
　　（１）出願日：
　　　　　番号（特許or公開or出願等）：

　　　　　名称：

　　（２）出願日：

　　　　　番号（特許or公開or出願等）：

　　　　　名称：
　　（３）出願日：

　　　　　番号（特許or公開or出願等）：
　　　　　名称：
＜発明の市場性＞
７．海外出願の希望

	
	必要
	
	
	不要


　希望国（優先順位）※但し、新規性喪失の例外適用する場合は米国のみ可

	①
	②
	③
	④

	⑤
	⑥
	⑦
	⑧


　　※海外出願の希望がある場合には、下記８の海外の欄についてもご記入ください。
８．想定される市場分野（今後応用が考えられる分野、用途を含む）
	（日本国内）
	（海外）※出願希望がある場合

	
	

	
	


９．発明に関してコンタクトのあった企業その他名称

	（日本国内）
	（海外）※出願希望がある場合

	
	
	　　　　　　　　　　
	

	
	
	
	

	
	
	
	


１０．今後コンタクトを希望する企業
	（日本国内）
	（海外）※出願希望がある場合

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


１１．受託・共同研究・技術指導等の実績がある企業その他名称

	（日本国内）
	（海外）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	








PAGE  

